
物価高は失政のツケ くらしを大切にする政治へ

議会での論戦と提案------議員団の活動みなさんの願いが実現しました

＜いのちと暮らし＞

•プレミアム商品券が１万円単位から５千円単

位になり、申込者全員が購入できるようにな

りました。

•加齢性難聴者の補聴器購入に補助されること

になりました。

＜防災対策＞

•八幡と横山の境、および

横山と春日の境に副離岸

堤が新設されました。

・芦崎－報徳間の海岸の離岸堤は今年から着工

されます。

•木造住宅耐震改修の補助が120万円から140

万円に引き上げられました。

＜災害時の備え＞

•避難所をすばやく開設するために暗証番号

鍵ボックスが設置されます。

•トイレトレーラーの導入が決まりました。

•災害時の緊急支援物資を避難所に分散して備

蓄することが決まりました。

＜子育て•介護•福祉＞

•学童保育の夏休みの開所時間が、朝８時から

７時30分に30分早まります。

•行方不明者の早期発見ネットワークがつくら

れました。

・65歳以上の重度障がい者の償還払いが窓口

無料になりました。

＜生活基盤•環境＞

•入善駅トイレの段差が解消されました。

•入善駅のエレベーター設置に向け、バリアフ

リー基本構想を策定することが決まりました。

•高瀬湧水の庭にトイレの設置が決まりました。

•入膳17区の町道踊場線の道路と水路が一体で

改修されました。(写真2)

•県道北羽生入善線の椚山消防分団屯所から東

側が一部拡幅されました。(写真３）

・新村踏切の拡幅工事が始まりました(写真5）。

・園家山のマツクイムシ

被害対策と補植が進め

られました(写真6）。

写真2 町道踊場線 写真3 県道北羽生入善線

・西入善駅前が送迎時の安全確保のために整備

されました(写真4）。

写真４ 西入善駅前 写真5 新村踏切

写真6 マツクイムシ対策

写真１ 新しい副離岸堤
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下水道問題は終っていない

生活相談は日本共産党
入善町議会議員へ
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＜町民のみなさまへ＞
入善民報に対する皆さんの感想やご意見、取 り

上げてほしいテーマなどをお聞かせください。お
待ちしています。
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安易な輸入依存
日本の食料自給率はわずか 

38％、種や肥料、飼料の輸入
も計算に入れれば実質10％
以下という説も。また工業製
品も人件費の安い海外の工場
で生産し、輸入しています。

本来、国内で生産できる、
生産すべきものを目先の利益
で輸入に頼ってきたせいで、
ウクライナ戦争など外国の事
情で一気に物価高に なってし
まいます。

極端な円安

また、現在は極端な円安が進
行しています。2012年の最高
時には１ドル76円だったのが
、2024年には１ドル161円を記
録しています。

日本銀行が目先の株価上昇
を狙って「ゼロ金利政策、国
債の買取」で市場にお金をあ
ふれさせた結果、円の価値が
下がったからです。

政府は国民の暮らしを守れ
投資家は株を買い大儲けして

いますが、庶民は円安による

輸入品の値上がりで一層苦し
められています。

政府は株主利益より物価の
安定で国民の暮らしを守るべ
きです。

下水道料金値上げ
町の下水道料金は４月から

一気に２割も引き上げられま
した。

物価高騰や年金の目減りが
続くなかで、議会で最後まで
値上げに反対したのは日本共
産党の議員だけでした。

高いうえに不公平

入善町は、１軒当たりの基
本料金が２５０８円と極端に
高く、その結果１人世帯の料
金が５人世帯の一人分の２.７
倍と大変に不公平です。

また、１人世帯、２人世帯
の 料金は黒部市の２倍、上市
町の1.5倍です。この高すぎる
基本料金を廃止し、誰もが納
得して支払えるような公平な
料金体系に改善すべきです。

高齢者世帯割引を

町内で下水道契約をしてい
る１人世帯、２人世帯の51％
は 65歳以上の高齢者世帯です
。今回の値上げではこの方々
から年間１３６０万円も余計
に徴収することとなります。
ただでさえ１人世帯、２人世

帯の料金が高いのに、これで
は高齢者の狙い撃ちです。

一般会計から下水道会計へ
の繰り入れは法律で禁じられ
ておらず、多くの自治体で行
われています。一般会計から
繰り入れをし、高齢者世帯割
引を導入することを強く求め
ます。

物価高が止まりません。なぜこんなにも物価が上がり続けているのでしょうか。

https://jcpnyuzen.jp/
ご家族でご覧ください。

日本共産党入善町委員会ホームページ

☞

https://jcpnyuzen.jp/


特集 国政も町政も 暮らし最優先に

暮らし福祉優先の町政へ転換を消費者も生産者も共に安心できる米価格を

町内の介護事業所は経営の危機 緊急支援が必要

安すぎた生産者米価

スーパーでの米価が高騰してい
ますが、生産者米価はこれまでが
異常に安かったのが実態です。

グラフは、米が卸業者に渡ると
きの価格の推移です。平成５年当
時は60㎏で2万4千円近くありまし
たが、近年では1万5千円台が続き
ました。

コロナ禍のように需要が落ち込
めば1万3千円近くまで下がり、コ
メ農家は赤字になることもたびた
びありました。

米農家が激減

米農家の数は減り続けこの20年
で３分の１まで減っています。一
昨年、NHKは秋田県大仙市に広が
る放棄田を紹介し、このままでは

日本のコメが食べられなくな
る瀬戸際にあると警告してい
ました。今回の「米騒動」は
そのことが現実になったも
のだと言えます。

農家への所得補償を
政府は。これまでの事実上

の減反政策を大転換し、欧米
並みに農家への所得保障で農
家を育てていくべきです。

借金残高の推移（億円）

168.8
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109.3
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※ 建築土木費のグラフは平成

24年から10年間の平均。
※ 一人当たりの福祉費は平成

30年から5年間の平均。

最も低くなっています。

日本共産党は、必要な事業
であっても大型事業の集中は
避けるようにと言ってきまし
た。住民の暮らし・福祉を優
先する町政に転換するよう訴
えてきました。

介護保険制度は破綻状態

国から介護事業所に支払
われる介護報酬が安すぎて、
町内の介護事業所は経営の危
機にあります。

ある事業者は、訪問用の
車を買い替える事ができない
と嘆いており、別の事業者は
役員手当を職員の人件費に回
していると述べています。

このままでは介護を必要
とする町内の高齢者にサービ
スを提供できなくなります。

介護保険はこの25年間の
改悪で、もはや制度として破
綻しています。国は、大幅な

介護報酬引き上げで職員の待
遇を抜本的に改善すべきです。

町が緊急の支援を

新潟県村上市では、政府が
引き下げた訪問介護の報酬の
減収分を、昨年４月にさかの
ぼって事業所に補填していま
す。

事業から撤退されないよう、
入善町もガソリン代など必要 な
支援を緊急に行うべきです。

また職員確保と離職防止の
ため、職員の待遇改善のため
の恒常的な支援（例えば夜勤
手当や家賃への補助など）を
町独自でも行うべきです。

全国の訪問介護事業者の休
廃業件数。介護報酬が引き下げられ
た2024年に急増しています。

膨らむ町の借金
この10 年余りで町

の借金残高は1.8倍に
も膨らみました。そ
れは大型の公共事業
を集中的に行ってき
たからです。

借金返済額も、令
和４年度から15億円
台になりそれ以前よ
り２億円も増えてい
ます。

異常に多い建築土木費
町の支出に占める建築土

木費の割合は、上市町や立
山町より極端に高くなって
います。

逆に福祉分野では、町民
一人当たりの支出が３町で

にわか減税論者急増中⁈
参院選を前にして、消費

税減税を求める声が強く
なっていますが、食品価格
だけとか、国債を発行する
とか、その多くは場当たり
的な主張です。

日本共産党は、昨年の総
選挙でも消費税廃止をめざ
し、緊急に一律５％への引
き下げを求めてきました。

一律でこそ有意義

原材料費から輸送費まで
すべてに消費税がかかって
いるので、食料品の消費税
だけを下げても物価は下が
りません。

一律に5 ％ 減税すれば
、生産資材から輸送費ま
での税負担が減少するの
で物価が下がり、消費者
が払う消費税額は２重に
低くなります。

また、生産費高騰に
苦しむ農業をはじめと
して、多くの中小業者
への支援になります。

財源はつくれる

大企業や大金持ちに
たいする優遇をやめ、
応分の負担をしてもら
えれば、減税の財源は
生まれます。

税引き前利益

法人3税

内部留保

2012年以降、大企業の利益(赤
い線）は2.6倍になりましたが、法
人税が28％から23％に減税され
たため納税額は1.6倍にとどまり、
内部留保が200兆円増えました。

消費税の一律5%への引き下げを求めます
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